
 

 

 

第１ 号議案 第36 期（ 令和５ 年４ 月１ 日から令和６ 年３ 月31日まで） 事業報告、 計算書類

及び附属明細書承認の件 

 

事 業 報 告 

令和 ５ 年４ 月  １ 日から 

令和 ６ 年３ 月３ １ 日まで 

 

１ ．  会社の現況に関する事項 

（ １ ） 事業の経過及びその成果 

令和５ 年度の事業経過及び成果を報告いたします。  

 

・ 事業部門 

【 オフィ ス事業】   

入居率は９ ５ .３ ％、 貸室総面積２ ０ ,１ ３ ６ .７ ８ ㎡（ ６ ,０ ９ １ .４ 坪）、 空室面積９

５ ２ .５ ３ ㎡（ ２ ８ ８ .１ 坪）。 収入（ 賃料＋共益費） は１ ０ ４ .３ ％（ 令和元年度比１ ０

４ .６ ％） の７ 億５ ,１ ３ ０ 万円と なり ました。  

【 バスターミ ナル事業】  

発着回数合計は１ １ ０ .０ ％（ 令和元年度比６ ６ .０ ％） の８ ２ ,３ ８ ５ 便。 運休便は新

型コロナウィ ルスの影響により ２ ２ ,９ ９ ６ 便（ 前年３ ８ ,５ ９ ３ 便）（ 令和元年度２ ,１

５ ５ 便）、 乗降客数は１ ２ ２ .４ ％（ 令和元年度比１ ０ ９ .２ ％） の２ １ ２ .３ 万人、 収入

は１ １ ６ .０ ％（ 令和元年度比６ ５ .２ ％） の１ 億４ ,９ ６ ８ 万円と なり ました。  

【 駐車場事業】  

一般時間貸し駐車（ 年度末： ６ ５ 台／１ ４ ８ 台） の利用状況は１ ２ ４ .１ ％（ 令和元年

度比１ ０ ０ .８ ％） の６ ７ ,６ ０ ８ 台、 収入は１ ０ ０ .０ ％（ 令和元年度比８ ５ .５ ％） の

６ ,９ ６ ０ 万円と なり ました。  

【 観光バス等事業】  

利用状況は１ １ ６ .６ ％（ 令和元年度比８ ５ .６ ％） の１ ０ ,７ ５ ４ 台。 収入は１ ４ ６ .

３ ％（ 令和元年度比９ ２ .０ ％） の３ ,７ ７ ５ 万円と なり ました。  
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・ 商業部門 

【 ОＣ ＡＴ モール】  

物販１ ６ 店舗、 飲食１ ６ 店舗、 合計３ ２ 店舗で入居率は９ １ .５ ％、 貸室総面積５ ,３

３ ０ .９ ６ ㎡（ １ ,６ １ ２ .６ 坪）、 空室面積４ ５ ４ .１ ７ ㎡（ １ ３ ７ .４ 坪）。  

店舗売上高は物販部門で１ ０ ８ .３ ％（ 令和元年度比７ ８ .６ ％） の９ 億８ ,５ ０ ７ 万円、

飲食部門で１ ２ ５ .３ ％（ 令和元年度比１ ０ ３ .８ ％） の１ ３ 億４ ８ ８ 万円、 収入（ 賃料+

共益費） は１ １ ４ .９ ％（ 令和元年度比９ ０ .０ ％） の２ 億５ ,６ ７ ６ 万円と なり ました。  

（ ２ ）  令和５ 年度決算 

売上高は、 店舗賃料収入(賃料＋共益費)、 バスターミ ナル事業収入、 観光バス事業収入

などの増により 、 １ ０ ６ .４ ％の１ ６ 億９ ,０ ３ ７ 万円と なり まし た。 売上原価は修繕費、

業務委託料等の増、 光熱水費等の減により 、 前年比１ ０ ０ .３ ％の１ ７ 億４ ,９ ４ ０ 万円と

なり ました。 販売費及び一般管理費は１ ０ ５ .６ ％の１ 億２ ,８ ４ ２ 万円で、 営業損失１ 億

８ ,７ ４ ６ 万円を計上、 営業外収益は運営補助金等により ５ 億３ ８ ３ 万円、 営業外費用は１ ,

６ ７ １ 万円、 経常利益は１ ３ ７ .３ ％の２ 億９ ,９ ６ ５ 万円、 特別損失は固定資産撤去費等

で６ ,７ ５ ２ 万円を計上し、 当期純利益は１ ８ ４ .９ ％の２ 億２ ,６ ９ ８ 万円と なり ました。  

 （ 注） 金額は１ 万円未満切捨て 

（ ３ ） 今後の課題   

当社ビルは建設後２ ８ 年を経過し、 老朽化による電気設備等基幹設備の更新など大規模

設備投資が既に始まっており 、 今後、 会社の利益や運転資金を圧迫するリ スク を抱えてい

ます。 収益は「 新型コロナウイルス感染症」 の分類が 5 類へ移行したこ と も あり 、 一定程

度の回復基調ではあり ますが、 コロナ禍以前の水準には達していません。 一方で、 光熱水

費や労務費など費用の上昇があり 、 経営を取り 巻く 環境は非常に厳しい状況であり ます。  

そのため、 収益改善に向けて、 テナント 入替時のタイミ ングによる賃料水準の向上や、

観光バス事業者等への働きかけによる飲食店舗利用者増のほか、 バスターミ ナル運営方法

の見直し やバス事業者と の連携による新たな収入確保策に取り 組むと と も に、 借入金の返

済を着実に行いながら 、 特定調停終了時の令和１ ５ 年度以降のビル運営のあり 方を検討し

ていきます。  
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（ ４ ） 直前３ 事業年度の財産及び損益の状況 

区 分 
令和２ 年度 

（ 第33 期）  

令和３ 年度 

（ 第34期）  

令和４ 年度 

（ 第35期）  

令和５ 年度 

（ 第36 期）  

売 上 高 2,029,199千円 1,477,211千円 1,588,860千円 1,690,371千円 

経 常 利 益 211,934千円 198,679千円 218,320千円 299,658千円 

当期純利益 107,454千円 61,607千円 122,763千円 226,981千円 

一株当たり 当期純利益          0円1銭        0円1銭        0円1銭      0円1銭 

総    資    産  14,250,044千円  13,144,374千円  12,425,261千円 12,058,259千円 

純    資    産       5,306,284千円       5,367,892千円       5,490,655千円       5,717,637千円 

（ 注1） 一株当たり 当期純利益は、 発行済株式の期中平均株数で算出しています。  

（ 注2） 運営補助金収入は、 令和3年度より 営業外収益に計上しています。  

 

（ ５ ） 主要な事業内容（ 令和６ 年３ 月３ １ 日現在）  

① 自動車ターミ ナル施設の経営 

② 不動産の賃貸及び管理業 

③ 駐車場の経営 

④ 各種イベント の企画、 立案及び実施 

⑤ その他 

 

（ ６ ） 主要な事業所（ 令和６ 年３ 月３ １ 日現在）  

   本社 大阪市浪速区湊町一丁目４ 番１ 号（ 大阪シティ エアターミ ナルビル）  

 

（ ７ ） 従業員の状況（ 令和６ 年３ 月３ １ 日現在）  

   従業員数１ ７ 名（ 前期末比1名減）   
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（ ８ ） 主要な借入先の状況（ 令和６ 年３ 月３ １ 日現在）  

借  入  先 借入金残高 （ 千円）  

大阪市 2,524,832 

株式会社 みずほ銀行 742,498 

株式会社 三菱ＵＦ Ｊ 銀行 476,237 

株式会社 三井住友銀行 393,666 

三井住友信託銀行 株式会社 304,815 

株式会社 り そな銀行 263,465 

近畿産業信用組合 182,839 

株式会社 関西みらい銀行 130,201 

信金中央金庫 85,775 

 

２ ． 株式に関する事項（ 令和６ 年３ 月３ １ 日現在）  

（ １ ） 発行可能株式総数  普通株式22,810,060,000株 

 

（ ２ ） 発行済株式総数  普通株式22,810,057,784株 

 

（ ３ ）  株主数 25名 

 

（ ４ ） 発行済株式の総数の 10 分の１ 以上の数の株式を保有する大株主 

株主名 
当社への出資状況 

  持株数 （ 株）  出資比率 （ ％）  

大阪市 22,809,981,600  99.99  
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３ ． 会社の役員に関する事項 

（ １ ） 取締役及び監査役（ 令和６ 年３ 月３ １ 日現在）  

地  位 氏  名 担当又は主要な職業 

代表取締役社長 間渕    豊  

専務取締役 成岡 隆史 事業部長、 事業部担当 

常務取締役 安尾  和弘 総務部長、 総務部担当 

取締役 西江 誠 大阪市計画調整局  開発調整部長 

取締役 谷口    康一 西日本旅客鉄道株式会社 技術理事 建設工事部長 

取締役 大山     雅之 関西電力株式会社 ソ リ ューショ ン本部 地域開発部長 

取締役 中窪  和弘 大阪瓦斯株式会社 執行役員 総務部長 

監査役 堀田 健 上原合同法律事務所 パート ナー弁護士 

監査役 山野 敏和 大阪市計画調整局 企画振興部長 

 

（ 注） 当事業年度中の異動 

 １  令和５ 年６ 月３ ０ 日付で次の取締役が選任さ れ、 就任しました。  

       取締役  谷口    康一 

２  令和５ 年６ 月３ ０ 日付で次の取締役が退任しました。  

       取締役  畑中 克也 

 

（ ２ ） 責任限定契約 

当社は各取締役（ 業務執行取締役であるも のを除く ） 及び監査役と の間で、 会社法423

条第 1 項の賠償責任を限定する契約を締結しており 、 当該契約に基づく 賠償責任額は

法令の定める最低責任限度額と なり ます。  

 

（ ３ ） 取締役及び監査役の報酬等の額 

区 分 
取締役 監査役 計 

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 
定款又は株主総会決

議に基づく 報酬 
3名 29,256千円 1名 3,600千円 4名 32,856千円 

 

（ 注） １  取締役の報酬限度額は、 平成４ 年６ 月２ ９ 日開催の第４ 回定時株主総会決議に基

づく 年額 70,000 千円以内であり 、 監査役の報酬限度額は、 平成１ ９ 年６ 月２ ８ 日開

催の第１ ９ 回定時株主総会決議に基づく 年額15,000 千円以内です。  

      ２  期末現在の人員は、 取締役７ 名、 監査役２ 名です。  
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４ ． 会計監査人に関する事項 

名称  仰星監査法人 

 

５ ． 親会社等と の間の取引に関する事項 

大阪市は当社株式の 22,809,981,600 株（ 持株比率 99.99％） を保有し、 当社は大阪市から資

金を借り 入れ、 補助金の交付及び損失補償を受けると と も に、 同市に対し 資金の立替を行

い、 OCAT ビルの一部をオフィ スと して賃貸しています。  

 

（ １ ） 当該取引をするに当たり 当社の利益を害さ ないよう に留意した事項 

同市に対するオフィ スの賃貸は、 当該取引の必要性及び取引条件が、 第三者と の通常

の取引と 著しく 相違しないこ と 等に留意し 、 合理的な判断に基づき、 公正かつ適正に決

定しています。  

 

（ ２ ） 当該取引が当社の利益を害さ ないかどう かの取締役会の判断及びその理由 

   当社は、 取締役会において多面的な議論を経たう えで、 当該取引を実施しているこ と

から、 当該取引は当社の利益を害さ ないも のと 判断しています。  

 

（ ３ ） 取締役会の判断が社外取締役の意見と 異なる場合の当該意見 

   該当事項はあり ません。  
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附属明細書（ 事業報告関係）  

 

 

１ ．  会社役員の他の会社の業務執行者と の兼務状況の明細 

該当事項はあり ません。  

 

 

２ ．  会社役員又は支配株主と の間の利益が相反する取引の明細 

該当事項はあり ません。  
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( 単位： 千円）

金　 額 金　 額

Ⅰ． 流動資産 2, 768, 926 Ⅰ． 流動負債 1, 448, 363

現金及び預金 1, 858, 125 一年内返済予定の長期借入金 947, 807

売掛金 80, 706 未払金 311, 405

有価証券 800, 345 未払費用 8, 260

前払費用 4, 432 未払法人税等 420

未収入金 23, 600 未払事業所税 2, 695

未収収益 2, 587 未払消費税等 16, 226

貸倒引当金 △ 870 預り 金 50, 545

Ⅱ． 固定資産 9, 289, 332 前受収益 99, 744

( 1) 有形固定資産 5, 524, 783 賞与引当金 11, 257

建物 5, 422, 117 Ⅱ． 固定負債 4, 892, 259

構築物 4, 334 長期借入金 4, 156, 524

機械及び装置 3, 718 預り 保証金 692, 977

工具、 器具及び備品 66, 433 退職給付引当金 42, 757

建設仮勘定 28, 178 6, 340, 622

( 2) 無形固定資産 5, 609

電話加入権 66 Ⅰ． 株主資本 5, 717, 637

ソ フ ト ウ エア 5, 543 ( 1) 資本金 100, 000

( 3) 投資その他の資産 3, 758, 940 ( 2) 資本剰余金 25, 000

投資有価証券 1, 211, 114 資本準備金 25, 000

出資金 1 ( 3) 利益剰余金 5, 592, 637

長期前払費用 12, 062 その他利益剰余金 5, 592, 637

預託金 10, 930 　 別途積立金 1, 450, 000

長期立替金 2, 524, 832 　 修繕積立金 3, 600, 000

　 繰越利益剰余金 542, 637

5, 717, 637

12, 058, 259 12, 058, 259資産合計 負債及び純資産合計

貸  借  対  照  表
令和6年3月31日現在

科　 目 科　 目

【 資産の部】 【 負債の部】

負債合計

【 純資産の部】

純資産合計
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( 単位： 千円）

Ⅰ． 売上高 1, 690, 371

Ⅱ． 売上原価 1, 749, 409

売 上 総 損 失 59, 038

Ⅲ． 販売費及び一般管理費 128, 423

営 業 損 失 187, 462

Ⅳ． 営業外収益

受取利息配当金 23

有価証券利息 7, 570

運営補助金収入 472, 358

雑収入 23, 882 503, 834

Ⅴ． 営業外費用

支払利息 16, 548

雑損失 165 16, 713

経 常 利 益 299, 658

Ⅵ． 特別損失

固定資産除却損 19, 892

固定資産撤去費 47, 636 67, 528

税 引 前 当 期 純 利 益 232, 130

法人税、 住民税及び事業税 420

法人税等調整額 4, 728 5, 148

当 期 純 利 益 226, 981

損  益  計  算  書
自　 令和5年4月 1日

至　 令和6年3月31日

科　 　 目 金　 　 額

11



(
単

位
：

千
円

）

利
益

剰
余

金

別
途

積
立

金
修

繕
積

立
金

繰
越

利
益

剰
余

金

当
期

首
残

高
1
0
0
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0

1
,
4
5
0
,
0
0
0

3
,
6
0
0
,
0
0
0

3
1
5
,6

5
5

5
,
3
6
5
,
6
5
5

5
,
4
9
0
,
6
5
5

5
,
4
9
0
,
6
5
5

当
期

変
動

額

　
当

期
純

利
益

2
2
6
,9

8
1

2
2
6
,
9
8
1

2
2
6
,
9
8
1

2
2
6
,
9
8
1

当
期

変
動

額
合

計
−

−
−

−
2
2
6
,9

8
1

2
2
6
,
9
8
1

2
2
6
,
9
8
1

2
2
6
,
9
8
1

当
期

末
残

高
1
0
0
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0

1
,
4
5
0
,
0
0
0

3
,
6
0
0
,
0
0
0

5
4
2
,6

3
7

5
,
5
9
2
,
6
3
7

5
,
7
1
7
,
6
3
7

5
,
7
1
7
,
6
3
7

株
主

資
本

等
変

動
計

算
書

自
　

令
和

5
年

4
月

 
1
日

至
　

令
和

6
年

3
月

3
1
日

株
　

主
　

資
　

本

純
資

産
合

計
資

本
金

資
本

剰
余

金
株

主
資

本
合

計
そ

の
他

利
益

剰
余

金
資

本
準

備
金

利
益

剰
余

金
合

計

12



  

個 別 注 記 表 

記載金額は、 千円未満を切り 捨てて表示し ている 。  

 

重要な会計方針に係る 事項に関する 注記 

１ ． 有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的債券・ ・ ・ 償却原価法 

                

２ ． 有形固定資産の減価償却の方法・ ・ ・ 定額法 

ただし 、 建物については平成 10 年度の税制改正によ り 耐用年数の短縮が行われている が、

改正前の耐用年数を 継続し て適用し ている 。  

 

３ ． 無形固定資産の減価償却の方法・ ・ ・ 定額法 

ソ フ ト ウ エア( 自社利用分) については、 社内における 利用可能期間( 5 年) に基づく 定額法

を 採用し ている 。  

 

４ ． 引当金の計上基準 

（ １ ） 貸倒引当金 

債権の貸倒に備える ため、 一般債権については貸倒実績率によ り 、 貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を 勘案し 、 回収不能見込額を 計上し ている 。  

 

（ ２ ） 賞与引当金 

   従業員に対し て支給する 賞与にあてる ため、 支給見込み額に基づき 当期に帰属する 額を

計上し ている 。  

   

（ ３ ） 退職給付引当金 

従業員の退職給与の支払に備える ため、 当期末における 退職給付債務の額に基づき 、 当

期において発生し ている と 認めら れる 額を 計上し ている 。  

 

５ ． 収益及び費用の計上基準 

  当社の顧客と の契約から 生じ る 収益に関する 主な履行義務の内容及び当該履行義務を 充足

する 時点（ 収益を 認識する 通常の時点） は以下のと おり である 。  

賃貸事業は賃貸契約に基づき 、 土地及び建物の賃貸を 行っ ている 。 こ の場合、 事務所及び

店舗賃料や共益費等は、「 リ ース 取引に関する 会計基準」（ 企業会計基準第 13 号） の範囲に含

ま れる リ ース 取引に該当する 。 なお、 収益認識基準の対象と なる 光熱費等の附帯収入、 バス

タ ーミ ナル事業及びその他受託業務の履行義務は、 顧客にサービス を 提供し た時点で充足さ

れ、 収益を 認識し ている 。  
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収益認識に関する 注記 

( 1）  収益の分解  

（ 単位： 千円）  

 顧客と の契約から  

生じ る 収益 

その他の収益 

外部顧客への営業収益 460, 022 1, 230, 348 

当社の収益は、 オフ ィ ス 、 OCATモール等の賃貸事業及びバス タ ーミ ナル事業に基づ

く 収入並びに湊町駅前東西線の維持管理業務等の受託収入等に基づいて いる 。  

事務所及び店舗賃料や共益費等は、 「 リ ース 取引に関する 会計基準」 （ 企業会計基

準第13号） の範囲に含ま れる リ ース 取引に該当する た め、 「 その他の収益」 と し て表

示し て いる 。 ま た 、 光熱費等の附帯収入、 バス タ ーミ ナル事業及びそ の他受託業務に

ついて は、 「 顧客と の契約から 生じ る 収益」 に表示し て いる 。  

 

( 2）  収益を 理解する た めの基礎と な る 情報 

「 重要な 会計方針に係る 事項に関する 注記」 の「 収益及び費用の計上基準」 に記載の

と おり であ る 。  

 

貸借対照表に関する 注記 

１ ． 資産につき 設定し ている 担保権の明細 

        （ 単位： 千円）   

 

 

 

 

( 注) 1 年以内返済予定のも のを 含んでいる 。  

 

２ ． 使途が限定さ れている 資産の明細 

（ 単位： 千円）  

種 類 期末残高 

普通預金 1, 194, 057 

有価証券（ 注）  800, 345 

投資有価証券 1, 211, 114 

計 3, 205, 518 

（ 注） すべて 1 年以内満期予定のも のである 。  

 

上記の資産は、 大阪市よ り 交付を 受けている 運営補助金のう ち、 公共機能維持にかかる 補助

金の当該年度剰余金の積み立てによ る 資金（ 特定口座資金） に該当し 、 その使途が限定さ れて

いる 。  

 

３ ． 有形固定資産の減価償却累計額       31, 280, 043 千円 

    ( 減損損失累計額 19, 440, 039 千円を 含む)  

 

担保に供し ている 資産 担保権によ っ て担保さ れている 債務 

種 類 期末帳簿価額 内 容 期末残高 

建物 5, 422, 117 長期借入金（ 注）  2, 579, 500 

定期預金 134, 000 預り 保証金 134, 000 

計 5, 556, 117 計 2, 713, 500 
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４ ． 国庫補助金等によ り 取得し た有形固定資産の圧縮累計額    8, 095, 618 千円 

 

５ ． 関係会社に対する 金銭債権及び金銭債務 

長期金銭債権 

長期立替金          2, 524, 832 千円 

短期金銭債務 

一年内返済予定の長期借入金   579, 308 千円 

長期金銭債務 

長期借入金          1, 945, 524 千円 

  

損益計算書に関する 注記 

関係会社と の取引高 

 営業取引によ る 取引高 

  売上高             240, 710 千円  

  売上原価            188, 300 千円 

  営業取引以外の取引によ る 取引高  472, 358 千円 

 

株主資本等変動計算書に関する 注記 

発行済株式の数 

（ 単位： 株）  

株式の種類 期首株式数 当期増加 当期減少 期末株式数 

普通株式 22, 810, 057, 784 － － 22, 810, 057, 784 

 

税効果会計に関する 注記 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産の発生の主な原因は、 減損損失、 繰越欠損金等である 。 なお、 繰延税金資産

の計上にあたり 、 将来において回収が見込ま れないため全額を 控除し ている 。  

 

 

金融商品に関する 注記 

１ ． 金融商品の状況に関する 事項 

当社は、 資金運用については安全性の高い金融資産で運用し 、 ま た、 銀行等金融機関、 大

阪市から の借入によ り 資金を 調達し ている 。 売掛金に係る 顧客の信用リ ス ク は、 預り 保証金

の受け入れ等によ っ てリ ス ク 低減を図っ ている 。投資有価証券は満期保有目的の公社債であ

る 。 長期借入金は設備投資に係る 資金調達及び長期立替金の支払のための資金であり 、 設備

投資に係る 借入金利は特定調停条項に基づき 5 年ごと に見直さ れる 。 ま た、 長期立替金に係

る 借入金は大阪市から 無利息で借入し ている 。  
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２ ． 金融商品の時価等に関する 事項 

令和 6 年 3 月 31 日における 貸借対照表計上額、 時価及びこ れら の差額については次のと

おり である 。 ま た、 現金は注記を 省略し ており 、 預金は短期間で決済さ れる ため時価が帳簿

価額に近似する こ と から 注記を 省略し ている 。  

 

（ 単位： 千円）  

 貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

( 1) 有価証券及び投資有価証券 2, 011, 460 2, 001, 716 △9, 744 

( 2) 長期借入金 5, 104, 332 4, 967, 025 △137, 306 

 

（ 注） 金融商品の時価の算定方法に関する 事項 

（ １ ） 有価証券及び投資有価証券 

金融機関の時価情報によ っ ている 。  

 （ ２ ） 長期借入金 

元利金の合計額を 、 特定調停条項に基づき 令和 5 年度末に改定さ れたと 仮定し た利率

で割り 引いて算定する 方法によ っ ている 。  

 

賃貸等不動産に関する 注記 

１ ． 賃貸等不動産の状況に関する 事項 

当社では、 大阪市において賃貸オフ ィ ス ・ 商業施設を 所有し ている 。  

 

２ ． 賃貸等不動産の時価に関する 事項 

当該賃貸オフ ィ ス ・ 商業施設の一部については当社が使用し ている ため、 賃貸等不動産

と し て使用さ れる 部分を 含む不動産と し ている 。  

令和 6 年 3 月 31 日における 貸借対照表計上額及び時価は、 次の通り である 。            

                              （ 単位： 千円）  

 貸借対照表計上額 時 価 

賃貸等不動産と し て使用 

さ れる 部分を 含む不動産 
5, 422, 117 4, 470, 000 

( 注)  ( １ )  貸借対照表計上額は、 建物の取得原価から 減価償却累計額及び減損損失累計額を  

控除し た金額である 。  

( ２ )  当年度末の時価は、 不動産鑑定士によ る 鑑定評価額（ 指標等を 用いて調整を行っ た

も のを 含む） である 。  
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関連当事者と の取引に関する 注記 

１ ． 法人主要株主等 

種

類 

会社

等の

名称 

事

業

の 

内

容 

議決

権等

の所

有( 被

所有)

割合 

関連当事者と の関係 

取引の 

内容 

取引金額 

( 千円)  
科目 

期末残高 

( 千円)  
役員

の兼

任等 

事業上 

の関係 

主

要 

株

主 

大 

阪 

市 

地

方

公

共

団

体 

被所

有 

 直接 

 

99. 99

％ 

2

名 

補助金収入 補助金収入 472, 358 未収入金 19, 112 

資金の借入 資金の借入 － 長期借入金 2, 524, 832 

資金の立替 資金の立替 － 長期立替金 2, 524, 832 

損失補償 

（ 被補償）  

損失補償 

（ 被補償）  
2, 587, 491 被補償債務 － 

不動産賃貸 賃料収入等 223, 877 売掛金 1, 391 

 

( 注) 取引条件ないし 取引条件の決定方針等  

  ( １ ) 補助金収入については、 非収益性・ 低収益性を 有する 部門にかかる 公共機能の維持に

ついて受けており 、 それら の必要経費を 基に決定し ている 。  

  ( ２ ) 借入金は、 立替金に充てる ためのも ので社会資本整備特別措置法に基づき 無利子であ

り 、 担保は提供し ていない。  

  ( ３ ) 立替金は、 JR 関西本線連続立体交差事業( 立葉元町線以北) にかかる 工事代金である 。 

  ( ４ ) 損失補償については、 特定調停条項に基づき 金融機関から の借入金等に対し て、 金融

機関が担保物件の処分など 回収努力を し ても なお回収不能が発生し た場合の当該回収 

不能額について大阪市が損失額を 補償する こ と と なっ ており 、 補償料はない。  

    なお、 取引金額は令和 6 年 3 月 31 日現在の金融機関から の借入残高及び未払利息を

計上し ている 。  

  ( ５ ) 賃料収入については、 当社の標準賃料を 基に交渉の上決定し ている 。  

 

一株当たり 情報に関する 注記 

一株当たり 純資産額      0 円 25 銭  

一株当たり 当期純利益     0 円 1 銭  

 

資産除去債務に関する 注記 

当社は、 土地を 賃借し 店舗およ び不動産賃貸事業を 行っ て おり 、 土地所有者と の土

地賃借契約には、 退去時の原状回復義務について 記載さ れて いる が、 事業を 継続する

上で賃借契約を 継続する こ と を 予定し 、 移設、 撤去が困難であ り 原状回復義務の履行

の蓋然性が極めて低いこ と によ り 、 資産除去債務を 計上し ていな い。  
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附 属 明 細 書 

 

記載金額は、 千円未満を切り 捨てて表示し ている 。  

 

１ ． 有形固定資産及び無形固定資産の明細 

       （ 単位: 千円）  

期　 　 首 当　 期 当  期 当　 期 期　 　 末 減価償却 期　 　 末

帳簿価額 増加額 減少額 償却額 帳簿価額 累 計 額 取得原価

有形固定資産

無形固定資産

－ 28, 178建設仮勘定 7, 363 20, 815 － － 28, 178

5, 609551 6, 180

ソ フ ト ウ ェ ア 485 6, 180

電話加入権 66 －

計

－

－

－ 1, 122

5, 524, 783

5, 543

66

1, 122

－

31, 280, 043 36, 804, 826計 5, 556, 753 309, 950 19, 892 322, 028

66, 433 122, 865 189, 298
工具、 器具
及び備品

42, 652 42, 013 0

26, 770 30, 489機械及び装置 6, 498 － 537 3, 718

31, 082, 687 36, 504, 804

構築物 4, 880 － － 545 4, 334 47, 720 52, 054

301, 009 5, 422, 117建物 5, 495, 359 247, 122 19, 354

2, 242

18, 231

 

（ 注） １ ． 減価償却累計額に含ま れる 減損損失累計額 

建物                                                 19, 430, 566 千円 

構築物                                                   9, 473 千円 

 

２ ． 主な増加は次のと おり である 。  

建物      ６ Ｆ 区画改装工事               33, 800 千円 

建物      ４ Ｆ 北側男女客用ト イ レ 配管他更新工事    24, 425 千円 

建物      屋上塔屋南・ 北防水工事              23, 164 千円 

  工具、 器具及び備品 Ｂ Ｔ 音声案内シス テム            19, 236 千円 

建物      Ｒ ５ 年度Ｂ ２ Ｆ 駐車場泡消火配管更新工事   19, 220 千円 

建物      シャ ッ タ ー更新工事             18, 871 千円 

建物      １ Ｆ 区画改装工事              17, 084 千円 

建物      Ｂ ２ Ｆ 泡消火ポンプ屋内消火栓ポンプ更新工事 17, 456 千円 

建物      Ｂ １ Ｆ 南側排水管更新工事          14, 705 千円 

建物      空調用ド レ ン配管更新工事          13, 366 千円 

建物      Ｂ ２ Ｆ 雑排水ポンプマンホール更新工事    12, 555 千円 
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２ ．引当金の明細                            （ 単位： 千円）  

貸倒引当金 868 870 868 870

賞与引当金 10, 518 11, 257 10, 518 11, 257

退職給付引当金 38, 127 4, 629 － 42, 757

当期期末残高科　 　 目 当期期首残高 当期増加額 当期減少額

 

 

 

３ ． 販売費及び一般管理費の明細  

（ 単位： 千円）  

科　 　 　 目 金　 　 　 額

役員報酬 32, 856

給料手当 27, 132

賞与引当金繰入額 6, 927

賞与 1, 052

法定福利費 9, 124

退職給付費用 1, 125

通勤手当 1, 199

光熱水費 5, 037

通信費 1, 458

不動産賃借料 30, 610

顧問料 7, 050

その他 4, 848

計 128, 423
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